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はじめに
　1980 年代後半以降、日本企業にとって汎用品を中心とした第三国向け製
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　日本企業の ASEAN拠点が製造・輸出を含めて多角化・多機能化した背景
には、1990 年代以降、ASEANが構築してきた自由貿易協定（Free Trade 
Agreement。以下、FTAと略称）が少なからず貢献している。東アジアで
は、1990 年代に ASEAN自由貿易地域（ASEAN Free Trade Area。以下、
AFTAと略称）、2000 年代に ASEAN＋ 1FTA1）、2010 年代以降は環太平洋経
済連携協定（Trans―Pacific Partnership。以下、TPPと略称）および東アジ














第 1 節　ASEAN の FTA 政策と最近の動向
1．日本から見た ASEAN の位置付け
　10 カ国で構成される ASEANは、アジア唯一の地域協力機構であり、
1967 年の設立から既に 50 年以上が経過した。特に 1993 年に開始された
AFTAでは、2010 年には先発加盟 6カ国2）で、2018 年には ASEAN加盟国全
体で、それぞれ域内関税を撤廃し、AFTAが完成した。
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　 そ の 間、2015 年 末 に は ASEAN は 経 済 共 同 体（ASEAN Economic 
Community。以下、AECと略称）設立を宣言、人口 6億 4,300 万人、市場
















接投資収益額 12 兆 7,782 億円のうち ASEANは 2兆 4,083 億ドルで全体の
18.8％を、製造業では、6兆 4,046 億円のうち 1兆 5,766 億円で 4分の 1
表 1 　海外進出日本企業数
企業数（社） シェア（%） 製造業
比率（%）全産業 製造業 全産業 製造業
世界 75,531 19,257 100.0 100.0 25.5
ASEAN 12,545 5,182 16.6 26.9 41.3
タイ 3,925 1,587 5.2 8.2 40.4
中国 32,349 3,641 42.8 18.9 11.3
米国 8,606 3,257 11.4 16.9 37.8
（注）2017 年 10 月 1 日現在
（資料）海外在留邦人数調査統計（外務省）平成 30 年




によれば、2010 年以降 16 年の 7年間において、海外進出日系企業の経常利












　ASEANの市場統合に向けた取り組みは 1993 年に遡る。もともと ASEAN
が東アジアで最初の FTAである AFTAに乗り出したのは、欧米諸国での欧
州連合（European Union。以下、EUと略称）や北米自由貿易協定（North 







年の 93 年における単純平均 AFTA特恵税率は 12.76％であった。以降、
ASEANは緩やかに関税を削減していったが、1997 年にタイを震源としたア





象品目（Inclusion List。以下、ILと略称）の 0～5％化を、2010 年には関税
撤廃8）を、それぞれ達成した。
　一方、ASEANにはベトナムが 1995 年に加盟したのに続き、1997 年には
ラオス、ミャンマー、1999 年にはカンボジアが加盟、現在の 10 カ国体制に
なった。後発加盟国は、AFTA参加 10 年目を目標に、まず ILについて 0％
品目数の最大化を目指した。そして 2015 年 1 月、後発加盟国は ILのうち関
税撤廃の準備が整わない総品目数の 7％分を除き関税を撤廃した。関税撤廃








ASEANは 2015 年 11 月、マレーシアで開催された ASEAN首脳会議におい
て、ASEAN共同体が同年 12 月 31 日に正式に設立されることを宣言した。
そして現在、更なる統合の深化を目指し、2025 年に向け経済共同体の深掘
り作業を行っている。
3．ASEAN ＋ 1FTA の構築に向けた取り組み
　ASEANは AEC構築の一環で、「グローバルな経済への統合」を目指し、
東アジア主要国との FTA締結を指向してきた。これが「ASEAN＋ 1FTA」
である。2000 年代以降、これまで 6つの ASEAN＋ 1FTAを構築し、「東ア
ジア地域における FTAのハブ」となることで、投資受け入れ国としての魅





























朱鎔基首相は、2000 年 11 月にシンガポールで開催された ASEAN首脳会議









11 月にブルネイで開催された ASEAN中国首脳会議で、「10 年以内の FTA
設置」に合意、更に 2002 年 11 月の首脳会議では ASEAN・中国自由貿易地








られていた。その結果、2004 年 11 月の ASEAN中国首脳会議で「中国・
ASEAN包括的経済協力枠組み協定における物品貿易協定」が正式に締結さ






　中国と ASEANとが首脳会議で、「10 年以内の FTA設置」に合意した翌
年、インドは、2002 年 11 月の第 1回 ASEAN・インド首脳会議において、
10 年以内にインド・ASEAN間の経済連携強化および FTA締結の可能性に




India Free Trade Area。以下、AIFTAと略称）は当初、2006 年 1 月の発効を
目指していたが、原産地規則や関税削減・撤廃の品目選定を巡り交渉が難
航、発効は 2010 年 1 月へと大幅にずれ込んだ。





として方向転換を決意、翌 2003 年 10 月にインドネシア・バリ島で開催され
た ASEAN韓国首脳会議で、廬武鉉大統領は ASEANとの間で経済連携を推
進する旨表明した。翌 2004 年 3 月には共同研究が開始され、同年 11 月には
「ASEAN韓国包括的協力連携にかかる共同宣言」が発出された。交渉開始
が遅れた韓国は、その遅れを一刻も早く取り戻すべく、2005 年 2 月から開
始された FTA締結交渉を 10 カ月で終了させ、2005 年 12 月にタイ11）を除く
ASEAN9 カ国との間でまず「韓国 ASEAN包括的経済協力枠組み協定」を締
結、翌 2006 年 5 月に「物品貿易協定」に署名した。同物品協定は 2007 年 6
月に発効した。
　韓国からも更に遅れて開始されたのは、豪州・NZと ASEANとの FTA
（ASEAN―Australia―New Zealand Free Trade Area。以下、AANZFTAと略称）
である。2004 年 11 月の ASEANと豪州・NZ（Closer Economic Relations：
CER）との首脳会議で、「2005 年の早期に FTA交渉を開始し、2年以内に交
渉を終了させる」旨の共同宣言を行い、翌年 2月に交渉が開始された。2008 
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た。香港は 2011 年 8 月、同地を訪れた李克強副首相（当時）から ACFTA
参加の支持を取り付けた上で、2011 年 11 月、ASEAN事務局を通じて加盟





　ASEAN香港 FTA（ASEAN―Hong Kong Free Trade Area。以下、AHKFTA
と略称）交渉は、2014 年 7 月に開始され、2017 年 11 月に署名された。
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　ASEANは 2005 年に中国との FTAが発効して以降、2007 年に韓国、2008
年に日本、そして 2010 年 1 月にインド、および豪州 NZとの FTAが発効、
4年半で 5つの ASEAN＋ 1FTAを構築した。各々、関税削減完了年は異な
るが、先発加盟国についてみれば、既に中国、韓国、インドとの間で FTA
は完成している（表 3）。
4．メガ FTA 構築に向けた取り組み 
　アジア太平洋地域では、現在までに 2つのメガ FTAの構築作業が進展し
ている。TPP、そして RCEPである。TPPはシンガポール、NZ、チリ、ブ
ルネイを原加盟国とする P4 協定がその源流であるが、第 1回の交渉会合は
米国、豪州、ペルー、ベトナムが加わった形で 2010 年 3 月に行われた。同




　TPPは 2015 年 10 月に大筋合意、翌 2016 年 2 月 4 日には参加 12 カ国で
署名した。TPPは 2017 年で人口 8億 2,436 万人と世界全体（75 億 5,026 万
人）の 10.3％を占めるに過ぎないが、その経済規模は 30 兆ドルで世界全体
の 4割弱（37.6％）を占める12）。
　しかし 2017 年 1 月に、米国で反 TPPを掲げたトランプ大統領が就任、
表 3 　ASEAN+ 1 FTA の発効と関税削減完了年
FTA 発効 関税削減完了
国名 先行加盟国 後発加盟国 その他
AFTA ASEAN域内 1993 年 2010 年 2015 年（18 年）
ACFTA 中国・ASEAN 2005 年 2012 年 2018 年
AKFTA 韓国・ASEAN 2007 年 2012 年 2020 年 越のみ 18 年
AJCEP 日本・ASEAN 2008 年 発効から 10～15 年 2026 年
AIFTA インド・ASEAN 2010 年 2017 年 2022 年 比のみ 20 年
AANZFTA 豪 NZ・ASEAN 2010 年 2020 年 2025 年 越のみ 22 年
AHKFTA 香港・ASEAN 2019 年（予定） 2028 年 2036 年 越のみ 27 年
（資料）各種資料をもとに著者が作成






　 TPP11 では投資条項等 TPP協定の一部を凍結する形で、2017 年 11 月に
APECに合わせて実施された TPP11 閣僚会議で大筋合意に達した。TPP11
は正式な名称を「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協







は 5つの ASEAN＋ 1FTA構築に注力してきたが、その一方で域外対話国、
具体的には中国・韓国は ASEAN＋ 3（日中韓）による「東アジア自由貿易
地域」（East Asia Free Trade Area。以下、EAFTAと略称）構想を、日本は
2006 年 4 月に経済産業省が打ち出した「グローバル経済戦略」に端を発す
るが、「東アジア包括的経済連携」（Comprehensive Economic Partnership in 
East Asia。以下、CEPEAと略称）構想を、それぞれ打ち出した。CEPEAは
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もあった。また、常に大国間のバランスを強く意識している ASAENが、中
国や韓国が主導する ASEAN＋ 3と日本が主導する ASEAN＋ 6のいずれか
一方を選択するのが困難であったこと、更には多くの ASEAN諸国が既存の
ASEAN＋ 1や 2国間 FTAの交渉・履行に、既に相当な時間や人的資源が割
かれていたこと、などが背景にある。
　東アジア大の経済圏構想が遅々として進まない状況に、日本と中国は＋ 3















ASEANは、APECに続く 2011 年 11 月の ASEAN首脳会議で、ASEANの考
える地域経済統合の枠組み「ASEAN Framework on Regional Comprehensive 













物品貿易のモダリティが決まったのは 2015 年 8 月に開催された第 3回
RCEP閣僚会議においてであり、モダリティ交渉だけで 2年以上を費やし
た。2018 年 11 月時点で、交渉対象全 18 分野のうち決着したのは「中小企
業」と「経済協力」に加え、「税関手続き・貿易円滑化」、「政府調達」、「制
度的規定」、「衛生植物検疫措置」、「任意規格・強制規格・適合性評価手続
き」の計 7分野である。物品貿易における自由化水準を含め残りの 11 分野
は依然として対立点が残っている。2018 年 11 月に開かれた RCEP首脳会議
で同年内の妥結は見送られたものの、共同声明では 2019 年に妥結する決意
を示した。
第 2 節　ASEAN における日本企業の FTA 利用実態と課題
1．在 ASEAN 進出日系企業の FTA 利用状況
　日系企業活動実態調査（ジェトロ）によれば、ASEANに進出している日
系製造企業のうち、輸出入を行っている企業について、ASEANとして FTA



















16.0％）。以降、輸出は 2010 年で 4割、輸入は 2013 年で 4割を超え、2018
年で輸出入ともほぼ 5割になっている（図 1）。
　業種別にみると、輸出入双方で食料品、繊維、化学・医薬、鉄・非鉄金


















（注）調達比率（＝ 100）のうち、輸入調達を 100 として割り戻して算出した。
（資料）在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査（2018 年／ジェトロ）
在 ASEAN日系企業の FTA利用動向と課題 （助川）
─ 95 ─































































84.4％（対シンガポール）から 88.4％（対フィリピン、豪州）、2018 年 3 月
に 11 カ国間で署名し、同年 12 月 30 日に発効した CPTPPで 95.1％、2018
年 7 月に署名し、翌 19 年 2 月に発効する日本 EUEPAも 94％である。
AFTAの自由化率は日本のそれを大きく上回り、例外品目が極めて少ない高
水準の FTAに昇華した。




10 カ国平均で自由化率が高いのが AANZFTAで 93.5％、これに ACFTAが
92.5％で続く。最も自由化率が低いのが AIFTAであり、それは 77.0％に過
ぎない。一方、＋ 1である対話国側は、豪州・NZ、自由貿易港の香港が最















ASEAN10 カ国（平均） 98.8 92.5 77.0 89.8 89.8 93.5 80.1
先発加盟国平均 99.2 93.2 77.8 95.2 94.4 96.9 86.3
後発加盟国平均 98.0 91.4 76.0 83.0 83.0 88.4 70.7
対話国 ― 94.6 74.2 91.9 92.1 100.0 100.0
（注）インドネシアは当時、AJCEP未発効であったため含まれていない。
（資料）Subash Bose Pillai（2013）、ASEAN事務局資料をもとに作成





3．ASEAN が締結する FTA の原産地規則
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占める割合WO CTC RVC CTC RVC 加工工程
AFTA ASEAN域内 ○ CTH 40% 53.3% ○ 40% ○
AJCEP 日本・ASEAN ○ CTH 40% 57.9% ○ 40% ○
AANZFTA 豪 NZ・ASEAN ○ CTH 40% 40.2% ○ 40% ○
AKFTA 韓国・ASEAN ○ CTH 40% 76.4% ○ 40-60% ○
ACFTA 中国・ASEAN ○ CTH 40% 37.3% ○ 40% ○
AIFTA インド・ASEAN ○ CTSH & 35% 100% × × ×
（注 1） RVCは地域累積付加価値基準、CTCは関税番号変更基準（CTHは 4 桁変更、CTSHは 6
桁変更）を指す。
（注 2）AFTAで一般規則の総品目数に占める割合は、Medalla（2011）。
（注 3）ACFTAは「修正議定書」（2015 年 11 月）で再計算。
（出所）タイ商務省外国貿易局資料、ASEAN事務局資料、ACFTA協定書をもとに作成
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合は 54.8％に下がる一方で、「CTC4 桁」もしくは「RVC40％以上」など、
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則を採用すべきとし、2008 年 8 月より「RVC40％」と「CTC4 桁」との選択
制に移行した。CTCにより、中間財や原材料など域外品を多数調達しても、
それら域外輸入品の関税番号と加工後の製品の関税番号が 4桁ベースで異な







44.9 45.9 43.5 42.2 41.9 41.9 




2004年 05年 06年 07年 08年 09年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年
＜現地調達比率（調達全体＝100）＞
22.6 20.9 19.8 19.1 19.2 20.6 18.2 
14.7 16.5 
17.4 
15.4 16.0 16.6 
17.5 
6.2 5.6 6.7 6.8 
8.2 7.1 8.5 
9.5 
11.7 

























第 3 節　日本企業の対 ASEAN FTA で抱える課題と改善策





る ASEAN統一関税品目表（ASEAN Harmonized Tariff Nomenclature。以下、
AHTNと略称）を用いている。
　HSは、技術の進歩や新たな概念の製品の登場もあり、世界関税機構
（World Customs Organization。WCOと略称）により基本的に 5年毎に見直
しが行われる。これまで HS コードは、HS1996、HS2002、HS2007、
HS2012、HS2017 の計 5回の見直しが行われている。関税率表は HS6 桁ベ
ースで約 5,000 品目にのぼるが、これまで HSの改正の度に凡そ 200～400
品目について番号が変更されている。
　現在、ASEANでは HS201722）が適用されている。HS2017 バージョンでは
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HS6 桁ベースで 233 品目について番号が見直されている。その一方、
ASEANが締結する FTAでは、FTAによって HS2002、HS2007、HS2012、
HS2017 と が 使 わ れ て い る。AFTA は HS2017 バ ー ジ ョ ン、ACFTA、
AKFTA、AHKFTAは HS2012 バージョン、AIFTA、AANZFTAは HS2007 バ





書上の HSコードは FTA毎で指定される HSバージョンでの HSコードを、
その一方、貿易書類上の HSコードは現行の HS2017 バージョンを使うこと
になる。例えば、在 ASEAN日系企業が音楽用 CDを生産し、ASEAN＋







AFTA ASEAN域内 1992 年 1993 年 HS2017 カンボジア、尼、越は HS2012
ACFTA 中国・ASEAN 2002 年 2005 年 HS2012
AKFTA 韓国・ASEAN 2005 年 2007 年 HS2012
AJCEP 日本・ASEAN 2005 年 2008 年 HS2002 PSRは HS2012 に改定（注）
AIFTA インド・ASEAN 2004 年 2010 年 HS2007 繊維・繊維製品、衣類は HS2002
AANZFTA 豪 NZ・ASEAN 2005 年 2010 年 HS2007
AHKFTA 香港・ASEAN 2014 年 2019 年（予定） HS2012
（注） AJCEPの品目別規則について 2011 年 8 月の日 ASEAN経済相間で HS2002 から HS2007 への
変更作業が完了したことが報告されている。
（資料）ASEAN事務局資料をもとに著者が作成
表 8 　 5 年ごとの改訂で HS コードが変わった品目例
製品 HS2002 HS2007 HS2012
カラーテレビ 852812 852872
ビデオカメラ 852540 852580






























では同製品は HS8415.82、ベトナム税関では HS8415.81 と判定されていると
いう。そのため、商務省外国貿易局に対し、仕向け地に応じ HSコードを変
えてフォーム Dを発給するよう毎回依頼せざるを得ないという。























ある ない 不明 ある ない 不明
ASEAN 478 1223 517 21.6 55.1 23.3 2218
カンボジア 12 43 24 15.2 54.4 30.4 79
インドネシア 111 123 78 35.6 39.4 25.0 312
ラオス 1 8 3 8.3 66.7 25.0 12
マレーシア 42 128 55 18.7 56.9 24.4 225
ミャンマー 13 21 20 24.1 38.9 37.0 54
フィリピン 14 58 20 15.2 63.0 21.7 92
シンガポール 10 188 68 3.8 70.7 25.6 266
タイ 132 354 121 21.7 58.3 19.9 607
ベトナム 143 300 128 25.0 52.5 22.4 571
（資料）在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査（2016 年／ジェトロ）

















　AFTAは 2018 年 1 月に完成した。しかし、ASEAN先発加盟 6カ国で 490




ある ない 不明 ある ない 不明
ASEAN 172 1436 511 8.1 67.8 24.1 2119
カンボジア 5 50 16 7.0 70.4 22.5 71
インドネシア 46 176 76 15.4 59.1 25.5 298
ラオス 1 8 4 7.7 61.5 30.8 13
マレーシア 14 144 49 6.8 69.6 23.7 207
ミャンマー 2 21 17 5.0 52.5 42.5 40
フィリピン 1 68 23 1.1 73.9 25.0 92
シンガポール 4 188 69 1.5 72.0 26.4 261
タイ 55 412 121 9.4 70.1 20.6 588
ベトナム 44 369 136 8.0 67.2 24.8 549
（資料）在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査（2016 年／ジェトロ）
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2018 年 1 月時点で 1％、同年末には関税が撤廃された。ACFTAでもノーマ
ルトラックに分類されており、既に関税が撤廃されている。AJCEPでは基
準関税は 5％であるが、カテゴリーは B10*となっており、同品目の関税は
2018 年 4 月 1 日に一気に関税が撤廃された。AANZFTAでは、2015 年まで
関税率 5％が維持されるが、2016 年に関税が撤廃された（表 11）。
　しかし、これは ASEAN域内からはより高い税率でしか輸入できないとい
うことを意味するわけではない。ASEAN＋ 1FTAは、「ASEANと特定対話






表 11　AFTA と ASEAN ＋ 1 FTA との関税率逆転例
（ベトナム／HS0105.99.20）
FTA カテゴリー 基準レート FTA特恵税率 備考
国名 2015 年 2018 年
AFTA ASEAN域内 スケジュール H 5 % 5 % 5 % 旧センシティブリスト（SL）
ACFTA 中国・ASEAN ノーマルトラック 5 % 0 % 0 %
AKFTA 韓国・ASEAN ノーマルトラック 5 % 5 % 0 % 公開されている関税率は
2014 年まで。
AJCEP 日本・ASEAN B10 ＊ 5 % 5 % 0 % 関税削減時期は 4 月 1 日
AIFTA インド・ASEAN ノーマルトラック 15% 3 % 1 % ただし 2018 年末に 0％
AANZFTA 豪 NZ・ASEAN ― 5 % 5 % 0 %
（注）AKFTAの 2018 年の関税率はを ASEAN Tariff Finder参照。
（資料）ASEAN＋ 1 FTA協定書、ATIGA協定書、ASEAN Tariff Finderもとに著者が作成





























































15）　Malcolm H.Dunn and Katrin Kahrs （1997） p268.














等を統一するため、HS条約を採択、1988 年 1月 1日に発効した。HS条約の締約
国は、自国の関税率表及び統計品目表を HS品目表に適合させる義務がある。WCO
事務局によれば、世界貿易の 98％超をカバー（200 カ国・地域以上が使用）し、
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